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説明の流れ

1. 会館内の概要

2. 主な事業の概要

3. 福祉避難所としての機能
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会館内の概要

1Ｆ：会館事務所、生活介護事業所

調理室、集会室、作業室等

2Ｆ：バンビ親子教室、社会福祉協議会、

会議室、和室等

5Ｆ：大広間、多目的室、屋上等

（令和2年11月現在）
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主な事業の概要

福祉活動の場提供事業

生活介護施設運営事業

在宅障がい者向け教室事業

施設管理事業
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福祉活動の場提供事業

概要

高齢者・障がい者・ひとり親家庭、
関連福祉団体等を対象に、貸室を提供

登録団体数

108団体（令和2年11月現在）
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福祉活動の場提供事業

開館時間：午前9時～午後10時

休館日：日曜日・祝日・12/29～翌1/3

使用料：無料
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福祉活動の場提供事業

貸室の使用申請

使用日の１か月前の属する月の初日から使
用日当日まで

受付時間：平日午前9時～午後5時30分

受付場所：会館窓口（1階）
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福祉活動の場提供事業

貸室利用状況
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部屋名（定員） 平成30年度 令和元年度

件数（件） 人数（人） 件数 人数

調理室(25) 190 2,255 168 2,124

集会室(70) 617 21,953 574 20,341

作業室(30) 580 4,922 539 4,961

第１会議室(20) 522 8,598 481 7,822

第２会議室(10) 424 3,907 436 3,949

第３会議室(30) 507 11,025 509 11,262

２階和室(22) 313 4,510 312 4,938

５階大広間(80) 471 14,534 429 12,859

屋上広場 41 1,906 36 1,818

合 計 3,665 73,610 3,484 70,074

利用状況



福祉活動の場提供事業

課題

貸室予約手続の簡素化

老朽化した備品の更新

貸室レイアウトの改善
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生活介護施設運営事業

概要

在宅の身体・知的障がい者が対象

通所により、食事・入浴・排せつの介助等
のサービスを提供

民間事業者に委託（平成24年度から）

平日に実施
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生活介護施設運営事業

利用状況
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平成30年度 令和元年度

開所日数 242日 241日

年度末登録者数 18人 18人

年間延べ利用者数 2,366人 2,344人



生活介護施設運営事業

レクリエーションの様子
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カラオケ（気分転換） 卓球（機能訓練）



在宅障がい者向け教室事業

概要

18歳以上の障がい者が対象

陶芸・七宝焼・ストレッチ体操・
社交ダンス・料理・民謡の6教室を実施

年に一度、発表会・作品展を実施
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在宅障がい者向け教室事業13

ストレッチ体操教室 陶芸教室



在宅障がい者向け教室事業14
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在宅障がい者向け教室事業

教室名 実施日等 時間

陶芸 毎週水曜 10時～12時、13時～15時

七宝焼 第１・３金曜日 13時～15時

ストレッチ 第１・３金曜日 10時～12時

社交ダンス 年５回 13時～15時

料理 年４回 10時～12時

民謡 年３回 10時～16時
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実施日等



在宅障がい者向け教室事業

実施状況
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年度 平成30年度 令和元年度

教室名(定員) 実施回数(回) 参加人数(人) 実施回数 参加人数

陶芸(30) 95 597 92 660

七宝焼(10) 22 126 22 153

ストレッチ(10) 22 153 22 171

社交ダンス(15) 5 39 4 34

民謡(20) 3 57 3 48

料理(20) 4 66 4 62

合 計 151 1,038 147 1,128



在宅障がい者向け教室事業

課題

周知方法の検討

参加人数増加に向けた取組

教室内容の見直し
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施設管理事業

概要

施設、設備の維持管理

修繕・改修工事の実施

―令和元年度 共用部分蛍光灯をＬＥＤに更新等

―平成30年度 駐車場区画改修、ボイラ更新等
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福祉避難所としての機能

福祉避難所とは

災害時、一般の避難所では生活することが
困難な方を対象に開設する避難所

―障がい者、要介護認定高齢者等が対象

吹田市内では29施設（令和2年11月時点）
―障がい福祉施設、高齢者介護施設等を指定
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福祉避難所としての機能

開設訓練の様子
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居住スペースの区画 段ボールベッドの組立



福祉避難所としての機能

課題

福祉避難所の周知方法の検討

専門的人材の確保

備蓄品の検討

感染症対策
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